
情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程 

（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業） 

 

情報通信利用促進支援事業費補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）の交付

決定を受けた株式会社電通（以下「事務局」という。）は、情報通信利用促進支援事業費補助金交付要綱

（平成２０年４月１日総情促第２８号）第２４条第１項（１）の規定に基づき、本事業に係る間接補助金交付規程

を次のように定める。 

 

（通則） 

第１条 国内の放送事業者又は番組製作会社等（以下「民間事業者等」という。）の行う事業に必要な経費を

助成する費用（以下「間接補助金」という。）の交付については、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

30年政令第255号）、総務省所管補助金等交付規則（平成12年総理府・郵政省・自治省令第６号）、情報

通信利用促進支援事業費補助金交付要綱及びその他の法令の定めによるほか、この交付規程の定める

ところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 間接補助金の交付は、民間事業者等に対し、海外での放送・配信を前提とした実写コンテンツ（以

下「実写コンテンツ」という。）の制作において、４K、VFX、３DCG、AI 技術等の先進的な設備又は放送機

材（以下「先進的設備等」という。）を取得又は使用に要する経費、先進的設備等を活用する制作に要す

る経費の一部を支援することを通じ、我が国の放送コンテンツの海外流通を推進することを目的とする。

（本条の目的に合致すると認められる事業を以下「間接補助事業」という。） 

 

（交付の対象者、交付の対象となる事業） 

第３条 間接補助金の交付の対象者（以下「対象者」という。）としては、以下の①から④のすべてを満たす者

とする。（なお、①及び②を満たす者を以下「日本法人」という。） 

①本店所在地が日本国内にあること。 

②実質的支配者1が、日本国内に本店所在地を有する者又は日本国籍を有する者であること。 

③前条に基づき制作する実写コンテンツの著作者人格権の保有者であること。 

④前条に基づき制作する実写コンテンツの著作権（財産権）の主たる保有者であり、かつ海外への展開

窓口2を有すること。 

ただし、複数事業者連携のコンソーシアム形式（以下「コンソーシアム」という。）の場合、日本法人が

著作権（財産権）の主たる保有者であること。 

２ 間接補助事業においては、令和８年１月３１日までに間接補助事業が完了する事業を、間接補助金の交

付の対象とする。 

 
1 法人の議決権の総数の４分の１を超える議決権を直接又は間接に有していると認められる自然人等をいう（犯罪に

よる収益の移転防止に関する法律（平成１９年法律第２２号）第４条第１項第４号及び犯罪による収益の移転防止

に関する法律施行規則（平成２０年内閣府・総務省・法務省・財務省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国

土交通省令第１号）第１１条第２項参照）。 
2 海外へのコンテンツ販売に伴う、公衆送信権、上映権等の各種権利について、販売窓口の役割を担っていること

をいう。 



３ 事務局は、間接補助事業に係る経費に対して、別表に掲げる間接補助金の交付の対象となる経費（以下

「間接補助対象経費」という。）について、予算の範囲内で、対象者に対し、当該間接補助対象経費の一

部に充てるため間接補助金を交付する。（交付決定された者を以下「間接補助事業者」という。） 

 

（間接補助金の交付額） 

第４条 前条に掲げる間接補助金の交付額は、間接補助対象経費に補助率を乗じて得た額を合計し、千円

未満を切り捨てた額とする。間接補助対象経費の詳細及び上限については、別途定めることとする。 

 

（間接補助金の交付申請） 

第５条 間接補助金の交付を受けようとする申請者は、間接補助金交付申請書（様式第１）を、事務局に提

出しなければならない。 

２ 申請者は、前項の間接補助金交付申請書を提出するに当たって、当該間接補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額（間接補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消

費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び

当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合

計額に間接補助対象経費に占める間接補助金の割合を乗じて得た金額をいう。（以下「消費税等仕入控

除税額」という。）に相当する額を減額して申請しなければならない。ただし、間接補助金の交付申請時に

おいて当該消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

 

（間接補助金交付の決定及び通知） 

第６条 事務局は、前条第１項の間接補助金交付申請書を受理した場合において、当該申請に係る書類の

審査及び必要に応じて行う現地調査等により、間接補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに交

付の決定を行い、間接補助金交付決定通知書（様式第２）をもって申請者に通知するものとする。この場

合において、事務局は適正な交付を行うため必要があると認めるときは、間接補助金の交付の申請に係る

事項につき修正を加えて交付の決定を行うことができる。 

２ 事務局は、審査の結果、間接補助金を交付すべきでないものと認めたときは、速やかに申請者に通知す

るものとする。 

３ 前条第１項の間接補助金交付申請書が到達してから、当該申請に係る第１項又は第２項に基づく通知を

行うまでに通常要すべき標準的な期間は、３０日とする。 

４ 事務局は、第 1項の通知に際して、交付の目的を達成するため必要な条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 前条第１項の通知を受けた間接補助事業者は、当該通知に係る間接補助金の交付決定の内容又

はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日から１０日以内に書面により申請を取り下

げることができる。 

２ 前項により申請の取下げがあったときは、当該申請に係る間接補助金の交付の決定はなかったものとみ

なす。 

 

（経理等） 

第８条 間接補助事業者は、当該間接補助事業に係る収入及び支出に関する帳簿及びすべての証拠書類



を備え、他の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 間接補助事業者は、間接補助金交付に関する一連の通知、帳簿及びすべての証拠書類を、間接補助

事業の完了の日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

３ 事務局は、前項の期間内は、いつでも、第１項の帳簿及びすべての証拠書類の閲覧又は謄写の請求を

することができる。 

 

（計画変更の承認等） 

第９条 間接補助事業者は、間接補助事業の内容を変更する場合又は間接補助事業を全部若しくは一部

を中止若しくは廃止しようとする場合には、事前に事業計画変更承認申請書（様式第３）を事務局に提出

し、その承認を受けなければならず、事前に承認を受けない事業計画の変更は認められないことがあるも

のとする。ただし、軽微な変更については、変更内容を事務局に報告し、事業計画変更承認申請書の要

否も含め、その指示を受けるものとする。 

２ 事務局は、前項の事業計画変更承認申請書を受理した場合において、これを審査し、変更を承認するこ

とを決定したときは、事業計画変更承認通知書により間接補助事業者に通知するものとする。 

３ 事務局は、前項の承認をする場合において、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、交付決定

の内容（間接補助金の額を含む）を変更し、又は申請に係る事項につき修正を加えて、若しくは条件を付

すことができる。 

 

（事故の報告） 

第１０条 間接補助事業者は、間接補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又

は間接補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに間接補助事業事故報告書（様式第４）

を事務局に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１１条 間接補助事業者は、事務局の要求があったときは、間接補助事業の遂行状況及び収支の状況に

ついて、状況報告書（様式第５）により事務局に報告しなければならない。 

 

（予定の期間内に完了しないおそれが生じた場合） 

第１２条 間接補助事業者は、間接補助事業が予定の期間内に完了しないおそれが生じた場合は、その状

況及び理由並びに将来の見通しを記載した報告書を速やかに事務局に提出し、その指示を受けなけれ

ばならない。  

 

（間接補助事業実績報告書の提出） 

第１３条 間接補助事業者は、間接補助事業が完了したときは、間接補助事業実績報告書（様式第６）を事

務局が定める期日までに、事務局に提出しなければならない。 

２ 間接補助事業者が前項の間接補助事業実績報告書をやむを得ない理由により提出できない場合は、事

務局は期限について猶予することができる。 

３ 間接補助事業者は、第１項の間接補助事業実績報告書の提出に当たり、間接補助金に係る消費税等仕

入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して間接補助事業実

績報告書を提出しなければならない。 



 

（間接補助金の額の確定及び通知） 

第１４条 事務局は、前条第１項の間接補助事業実績報告書を受理した場合において、当該報告書等の書

類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、当該間接補助事業の成果が間接補助金の交付決定の

内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき間接補助金の額を確定し、間接補助

金の額の確定通知書により、間接補助事業者に通知するものとする。 

２ 事務局は、間接補助事業者に交付すべき間接補助金の額を確定した場合において、すでにその額を超

える間接補助金が交付されているときは、期限を付して、その超える部分の間接補助金の返還を請求する

ものとする。 

３ 前項の間接補助金の返還期限は、当該請求のなされた日から２０日以内とし、期限内に納付がない場合

は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５パーセントの割合で計算した延

滞金を徴するものとする。 

 

（間接補助金の支払い） 

第１５条 間接補助金は、前条第１項により交付すべき間接補助金の額を確定した後に支払うものとし、原則

として概算払いは認めないものとする。 

２ ただし、特別に必要があると認められる場合には、間接補助事業者は、精算（概算）払請求書（様式第７）

を事務局に提出し、間接補助金の一部について概算払いを受けることができる。 

 

（間接補助金の交付決定の取消し等） 

第１６条 事務局は、第９条第２項により間接補助事業の全部若しくは一部を中止若しくは廃止の承認をする

とき又は次の各号に該当する場合には、第６条第１項による間接補助金の交付決定（第９条第３項に基づ

く変更の交付決定を含む）の全部又は一部を取消すことができるものとし、間接補助金交付決定取消し通

知書により速やかに間接補助事業者に通知するものとする。 

（１）間接補助事業者が、法令又は本規程に基づく事務局の処分若しくは指示に違反した場合 

（２）間接補助事業者が、間接補助金を間接補助事業以外の用途に使用した場合 

（３）間接補助事業者が、間接補助事業に関して、不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

（４）間接補助事業者（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）について、暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員と関

係があることが判明したとき 

（５）間接補助事業完了後３年以内に本事業で制作した実写コンテンツが完成しなかった場合 

（６）間接補助事業者が、間接補助事業完了後３年以内に本事業で制作した実写コンテンツについて、海

外展開に向けた活動に着手しなかった場合 

（７）間接補助事業完了以降、制作中の実写コンテンツ内容や体制等について、間接補助事業の完了時

に報告した内容・目的から著しく乖離するような大幅な変更等が行われた場合 

（８）前各号に掲げる場合のほか、交付の決定後に生じた事情の変更等により、間接補助事業の全部又は

一部を継続する必要がなくなった場合 

２ 前項の規定は、間接補助事業について交付すべき間接補助金の額の確定があった後においても適用さ

れるものとする。 

３ 事務局は、第１項により交付決定の取消しをした場合において、当該取消しの部分に関し、既に間接補



助金を交付しているときは、期限を付して当該補助金の全額又は一部の返還を請求するものとする。 

４ 間接補助事業者は、第３項に基づく間接補助金の返還については、間接補助金を受領した日から納付

の日までの日数に応じ、未納に係る金額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を加えて事

務局に納付しなければならない。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う間接補助金の返還） 

第１７条 間接補助事業者は、間接補助金の交付申請時において間接補助金に係る消費税等仕入控除税

額が明らかでないものであって、間接補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により当該消費

税等仕入控除税額が確定した場合には、速やかに消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告

書（様式第８）を事務局に提出しなければならない。 

２ 事務局は、前項の消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書の提出があった場合には、当該

消費税等仕入控除税額に相当する額の全部又は一部の返還を請求するものとする。 

３ 第１４条第３項の規定は、前項の返還の規定について準用する。 

 

（海外付加価値税に係る還付金の納付） 

第１８条 事務局は、間接補助事業の実施に当たり、海外の付加価値税について間接補助金を交付する場

合であって当該付加価値税について還付制度が存在する場合には、還付制度の利用について間接補助

事業に検討を求めることができる。 

２ 間接補助事業者は、間接補助事業完了後に、海外の付加価値税について還付を受けた場合には、速

やかに海外付加価値税還付報告書（様式第９）を事務局に提出しなければならない。 

３ 事務局は、前項の報告があった場合には、還付を受けた海外付加価値税の全部又は一部の返還を請求

するものとする。 

４ 第１４条第３項の規定は、前項の返還の規定について準用する。 

 

（契約等） 

第１９条 間接補助事業者は、間接補助事業を遂行するため、売買、請負、その他の契約をする場合は、一

般の競争に付さなければならない。ただし、間接補助事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は

不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約によることができる。 

２ 間接補助事業者は、間接補助事業の一部を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施しようとする場

合は、実施に関する契約（必要に応じて仕様書を含む）を締結し、事務局に届け出なければならない。 

 

（債権譲渡の禁止） 

第２０条 間接補助事業者は、第６条第１項に基づく交付決定によって生じる権利の全部又は一部を事務局

の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。 

 

（財産の管理等） 

第２１条 間接補助事業者は、間接補助対象経費（間接補助対象事業の一部を第三者に実施させた場合に

おける対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）について

は、間接補助事業の完了後においても善良な管理者の注意を持って管理し、間接補助金の交付の目的

に従って、その効率的運用を図らなければならない。 



２ 間接補助事業者は、取得財産等について、取得財産等管理台帳（様式第１０）を備え管理しなければな

らない。 

３ 間接補助事業者は、取得財産等があるときは、第１３条第１項で定める間接補助事業実績報告書に前項

で定める取得財産等管理台帳とは別様の取得等設備・備品一覧表を添付しなければならない。 

４ 事務局は、間接補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれるときは、

その収入の全部若しくは一部を事務局に納付させることができる。 

 

（財産処分の制限） 

第２２条 取得財産等のうち、処分を制限する財産は、原則、取得価格又は効用の増加価格が単価５０万円

以上の機械、器具、備品及びその他の財産とする。 

２ 前項の財産の処分を制限する期間は、事務局が別に定める期間とする。 

３ 間接補助事業者は、前項により定められた期間内において、処分を制限された取得財産等を処分しよう

とするときは、あらかじめ財産処分承認申請書（様式第１1）を事務局に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

４ 前条第４項の規定は、前項の承認をする場合において準用する。 

５ 第２項により定められた期間を経過した取得財産等を処分することにより間接補助事業者が得た収入に

ついては、前項の規定は適用しない。 

 

（知的財産権の報告） 

第２３条 間接補助事業者は、間接補助事業の実施を通じて特許権等の知的財産権を得た場合は、速やか

に知的財産権報告書（様式第１２）を事務局に提出しなければならない。 

 

（海外展開等状況報告及び収益納付） 

第２４条 間接補助事業者は、毎会計年度終了後６０日以内に当該間接補助金の交付を受けて制作した実

写コンテンツの海外展開等の状況について、海外展開等・収益状況報告書（様式第１３）により事務局に

報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、間接補助事業の完了の日の属する会計年度から起算して５年間は、なお効力を有するも

のとする。 

３ 間接補助事業者は、海外展開等の状況に係る会計経理を明らかにし、当該会計経理に係る帳簿及びす

べての証拠書類を、当該報告に係る会計年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

４ 事務局は、第１項の報告により、当該間接補助金の交付を受けて制作した実写コンテンツ若しくは取得し

た先進的設備等又はその双方の活用により間接補助事業者に相当の収益が生じたと認められる場合は、

間接補助金に相当する額の全部又は一部を事務局に納付すべき旨を命ずることができる。 

５ 前項により納付を命ずることができる額の合計は、間接補助金の確定額の合計を限度とする。 

６ 納付を命ずることができる額の納付期限は、当該命令の通知の日から起算して２０日以内とする。 

７ 収益納付を命ずることができる期間は、間接補助事業の完了の日の属する会計年度の翌年度から起算

して５年以内とする。 

 

（調査等） 

第２５条 事務局は、間接補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るために必要と認めるとき並びに



間接補助金の交付による成果の確認が必要な際は、間接補助事業者に対し報告を求め、又は現地調査

等を行うことができるものとする。 

２ 間接補助事業者は、事務局が前項の調査等を申し出た場合は、これに協力しなければならない。 

３ 事務局は、第１項の調査等により、当該間接補助事業が間接補助金の交付決定の内容又はこれに付し

た条件に適合していないと認めるときは、間接補助事業者に対し、これに適合させるための措置を講じる

べきことを指示することができる。 

４ 間接補助事業者は、前項による指示を受けたときは、これを誠実に遵守しなければならない。 

５ 第１項の規定は、間接補助事業の完了の日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間、行うことが

できる。 

６ 間接補助事業の完了以降、本事業で制作中の実写コンテンツ内容等について、本事業の完了時に報告

した内容から、大幅に変更が生じる場合、その内容等について、制作状況等報告書（様式第１４）により、

遅滞なく事務局に報告しなければならない。 

７ 前項の規定は、間接補助事業の完了の日の属する会計年度から起算して５年間は、なお効力を有するも

のとする。 

 

（不正行為等の公表等） 

第２６条 事務局は、間接補助事業者等が虚偽及び不正行為等により間接補助金の交付の手続等を行った

場合、間接補助事業者等の名称及び不正の内容を公表する措置を講ずることができるものとする。 

 

（個人情報に関する事項） 

第２７条 事務局が本事業を通じ間接補助事業者等から取得した個人情報は、法令に定められている場合

を除き、次の業務に使用する。 

（１）間接補助金の交付に係る業務に利用する。 

（２）国が行うその他調査業務等に利用する。その場合、国が指定する外部機関に提供を行う場合がある。 

２ 事務局は、本事業の実施に当たって提供された個人情報等については、業務終了等により不要になっ

た場合には総務省へ報告し、その指示に従わなければならない。 

 

（暴力団排除に関する誓約） 

第２８条 申請者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項について間接補助金の交付申請前に確認

しなければならず、交付申請書の提出をもってこれに同意したものとする。 

 

（その他） 

第２９条 この交付規程に定めるもののほか、間接補助金の交付に関し必要な事項は別に定める。 

 

（附則） 

この交付規程は、令和７年〇月〇〇日から施行する。 



（別表） 

情報通信利用促進支援事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業） 

間接補助対象経費の区分等 

【タイプＡ】 

間接補助対象経費 

以下に掲げる経費で事業を実施するために必要なものに限る（※自社人件費は対象外） 間接補助率等 
間接補助金交付 

上限額 
区分 主な内容 

直
接
経
費 

（1）先進的設備等の利

用・導入に係る費用 

リース・ 

レンタル費用 

①スタジオ・施設の利用経費 

（スタジオ・施設の利用料 等） 

②機材・システムのリース費 

（４Ｋカメラ、AIシステム等のリース費用 等） 

２分の１以下 

 

3,000万円 

（「(2)先進的設備等を活用

したコンテンツの制作に 

係る費用」のみの場合は 

2,000万円） 

購入・ 

構築費用 

③機材・システムの購入構築費 

（４Ｋカメラ、AIシステム等の購入・構築費用 等） 

④構築に係る外注先人件費 

（システム構築、機材設置のための外注先人件費 等） 

（2）先進的設備等を活用

したコンテンツの制作

に係る費用 

※先進的設備等を活用した部分のみが対象 

①撮影費 

②編集費 

③旅費（外注先のみ） 

④その他、先進的設備等を活用したコンテンツ制作費用として必要と認

められるもの 

（3）その他費用 
間接補助事業の実施に直接必要と認められるものであって、他項に掲げ

られた項目に該当しないもの 

間
接
経
費 

（4）一般管理費 直接経費の合計額に一般管理費率（100分の 10を上限）を乗じた額 

  



（別表） 

情報通信利用促進支援事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業） 

間接補助対象経費の区分等 

【タイプＢ】 

間接補助対象経費 

以下に掲げる経費で事業を実施するために必要なものに限る（※自社人件費は対象外） 間接補助率等 
間接補助金交付 

上限額 
区分 主な内容 

直
接
経
費 

（1）先進的設備等の利

用・導入に係る費用 

リース・ 

レンタル費用 

①スタジオ・施設の利用経費 

（スタジオ・施設の利用料 等） 

②機材・システムのリース費 

（４Ｋカメラ、VFXシステム、AIシステム等のリース費用 等） 

２分の１以下 ２億円 

購入・ 

構築費用 

③機材・システムの購入構築費 

（４Ｋカメラ、VFXシステム、AIシステム等の購入・構築費用 等） 

④構築に係る外注先人件費 

（システム構築、機材設置のための外注先人件費 等） 

（2）先進的設備等を活

用したコンテンツの

制作に係る費用 

※先進的設備等を活用した部分のみが対象 

①VFX等演出における企画構成費 

②撮影費 

③編集・データ作成関連費 

④旅費（外注先のみ） 

⑤その他、先進的設備等を活用したコンテンツ制作費用として必要と認められるもの 

（3）その他費用 
間接補助事業の実施に直接必要と認められるものであって、他項に掲げられた項目に該

当しないもの 

間
接
経
費 

（4）一般管理費 
直接経費の合計額に一般管理費率（100分の 10を上限）を乗じた額 

ただし、間接補助金として交付される一般管理費の上限額は 1,000万円とする 



（別紙） 

 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 

当社（団体である場合は当団体）は、間接補助金の交付の申請をするに当たって、また、間接補助事業の

実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽

であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

 

 

記 

 

(１) 法人等（法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個

人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実

質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）であるとき。 

(２) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を利用する等しているとき。 

(３) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する等、直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

(４) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有している

とき。 

 

以上 

 

  



様式第１（第５条関係） 

 

記 番 号  

年 月 日  

  

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

 

住   所      

名   称      

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

間接補助金交付申請書 

  

情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製

作促進事業）第５条第１項の規定により、上記間接補助金の交付について、下記のとおり申請しま

す。 

 

記 

 

１ 間接補助事業の名称   

２ 間接補助事業の目的及び内容 

３ 間接補助事業に要する経費の額 

４ 間接補助対象経費の額 

５ 間接補助金交付申請額 

６ 間接補助事業に要する経費、間接補助対象経費及び間接補助金の額の配分額 

７ 同上の額の算出基礎 

８ 間接補助事業の開始及び完了年月日（予定） 

 

 

（注）金額について、単位は円とし、算用数字を使用すること。 

  



様式第２（第６条関係） 

 

記  番  号  

年 月  日  

 

○ ○ ○ ○ 

  ○ ○ ○ ○ 殿 

 

株式会社電通   

○ ○ ○ ○   

 

間接補助金交付決定通知書 

 

令和○○年○○月○○日付けで申請のあった情報通信利用促進支援事業費間接補助金（先進的

設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）については、情報通信利用促進支援事業費間接補

助金交付規程（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）（以下「交付規程」という。）第６

条第１項の規定により、下記のとおり（又は次のとおり修正の上）交付することに決定しましたので、通知

します。 

 

記 

 

１ 間接補助事業の名称   

２ 間接補助事業の目的及び内容 

３ 間接補助金の額 

４ 間接補助事業に要する経費の額 

５ 交付規程第９条の規定により交付の決定の内容を変更した場合には、上記にかかわらず、間接補助

金の額等は別に通知するところによる。 

６ 間接補助事業の遂行計画 

７ 間接補助金の額の確定に関する事項 

８ 間接補助金の交付の申請の取下げの期限 

９ 財産処分の制限 

10 補助事業の実施に当たっては、交付規程の定めるところによるほか、補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、総務省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政省・

自治省令第６号）及び情報通信利用促進支援事業費補助金交付要綱（平成２０年４月１日総情促第２

８号）の定めるところに従わなければならない。 

  



様式第３（第９条関係） 

 

記 番 号  

年 月 日  

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

 

 

住   所      

名   称      

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

事業計画変更承認申請書 

 

令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進

支援事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事

業の計画を下記のとおり変更したいので、情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進

的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）第９条第１項の規定により、下記のとおり申請しま

す。 

 

記 

 

１ 間接補助事業の名称   

２ 計画の変更の内容 

３ 計画の変更を必要とする理由 

４ 計画の変更が間接補助事業に及ぼす影響 

５ 計画変更後の経費（間接補助事業に要する経費及び間接補助対象経費）の配分及びその算出基

礎（新旧対比のこと。） 

 

 

（注１）中止又は廃止の場合には、中止後又は廃止後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。 

（注２）金額について、単位は円とし、算用数字を使用すること。 

 

 

 

 

  



様式第４（第１０条関係） 

 

記 番 号  

年 月 日  

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

住   所      

名   称      

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

間接補助事業事故報告書 

 

 令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進

支援事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事

業の事故について、情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進的設備等を活用した放

送コンテンツ製作促進事業）第１０条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 間接補助事業の名称  

２ 事故の内容及び原因 

３ 間接補助事業の現在の進捗状況 

４ 事故に係る金額（単位は円とし、算用数字を使用すること。） 

５ 事故に対して講じた措置 

６ 間接補助事業の遂行及び完了の予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第５（第１１条関係） 

 

記 番 号  

年 月 日  

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

住   所      

名   称      

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

状況報告書 

 

 令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進

支援事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事

業の遂行状況及び収支の状況について、情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進

的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）第１１条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 間接補助事業の名称 

２ 間接補助事業の実績概要 

３ 間接補助対象経費の区分別の実績概要 

 

 

（注）金額について、単位は円とし、算用数字を使用すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第６（第１３条関係） 

 

記 番 号  

年 月 日  

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

 

住   所      

名   称      

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

間接補助事業実績報告書 

 

 令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進

支援事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事

業について、情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進的設備等を活用した放送コン

テンツ製作促進事業）第１３条第１項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 間接補助事業の完了年月日 

 

２ 間接補助事業の内容 

 

３ 間接補助事業の収支決算 

  別紙１のとおり 

 

４ 間接補助事業の取得等設備・備品一覧表 

  別紙２のとおり 

 

５ 間接補助事業の成果 

  別紙３のとおり 

  

 

 

 

 

 



別紙１ 

間接補助事業の収支決算  

 

 （１）収支決算表                      単位【円】 

「（間接補助事業名）」 

交付決定額  

間接補助金に係る実績額（間接補助金充当額）  

請求済額  

 

（２）詳細収支決算表                   単位【円】 

※総事業費には対象外経費を含む間接補助事業に要した事業費総額を記載すること。 

※間接補助事業の実施に際して出資等を受けた場合には「自己資金（出資金）」の欄に計上するとともに、その内訳（出資元）を

内容欄に記載すること。あわせて出資比率等を備考欄に記載すること。 

※取引相手先からの納入遅延金が発生した場合には、収入の欄における「その他」に計上すること

支
出 

区分 種別 総事業費 
交付申請時 

予算額 

間接補助 

対象経費 

間
接
補
助
金
充
当
額 

備考 

直
接
経
費 

(1)先進的設備等

の利用・導入に

係る費用 

リース・レンタル費     

購入・構築費     

(2)先進的設備等を活用した 

コンテンツの制作に係る費用 
    

(3)その他費用     

間
接
経
費 

(4)一般管理費     

計      

収
入 

区分 内容 
実績報告時 

金額 

交付申請時 

金額 
備考 

間接補助金    

自己資金     

自己資金（出資金）     

コンテンツ販売売上     

協賛金     

その他     

計    



別紙２ 

 

取得等設備・備品一覧表 

 

■間接補助事業者名： 

 

（１）間接補助対象経費により取得・構築した設備・備品 

財産名 規格 数量 取得等年月日 取得・構築価格 保管場所（住所） 備考 

       

 

 

 

（作成要領） 

１．取得・構築した設備・備品の計上について 

取得又は構築した設備・備品毎に計上する。ただし、設備・備品に組み入れられたものであっても、単体でも

使用できる備品については、一品毎に内訳として計上する。 

２．「取得・構築価格」について 

５０万円以上の設備・備品を計上する（据付費及び付帯経費は除く）。 

 

 

（２）間接補助対象経費により効用の増加がなされた設備・備品 

財産名 規格 数量 
効用の増加

年月日 

設備・備品の額 
保管場所（住所） 備考 

増加前 増加後 

    

 

 

    

 

（作成要領） 

１．効用の増加がなされた設備・備品の計上について 

効用の増加がなされた設備・備品毎に計上する。ただし、設備・備品に組み入れられたものであっても、単体

でも使用できる備品については、一品毎に内訳として計上する。 

２．「設備・備品の額」について 

５０万円以上の効用の増加がなされた設備・備品を計上する（据付費及び付帯経費は除く）。 

  



別紙３ 

 

間接補助事業成果報告書 

 

間接補助事業者名  

コンテンツの名称  

コンテンツのジャンル 

（選択は１つ） 

□ドラマ 

□ドキュメンタリー 

□バラエティ 

□スポーツ 

□情報番組 

□特撮 

□その他（               ） 

コンテンツの概要 
 

活用した先進的設備等 

 

 

 

【実施内容と成果】 

 

  



様式第７（第１５条関係） 

 

記 番 号  

年 月 日  

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

住   所      

名   称      

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

 

精算（概算）払請求書 

 

 令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促

進支援事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助

事業について情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進的設備等を活用した放送コン

テンツ製作促進事業）第１５条第２項の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 間接補助事業の名称 

 

２ 精算（概算）払請求金額（単位は円とし、算用数字を使用すること。） 

 

３ 概算払いの場合は、請求金額の算出内訳及び概算払いを必要とする理由を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第８（第１７条関係）                                                        

                                                               記 番 号  

年 月 日 

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

                                  

住   所      

名   称      

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書 

 

令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進支援

事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事業について、

情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事

業）（以下「交付規程」という。）第１７条第１項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 間接補助金の額（交付規程第１４条第１項による額の確定額）                  円 

 

２ 間接補助金の額の確定時における消費税及び地方消費税に 

 係る仕入控除税額                                 円 

 

３ 消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う間接補助金に 

 係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額                         円 

 

４ 間接補助金返還相当額（３－２）                                        円 

 

 

（注１）金額について、算用数字を使用すること。 

（注２）別紙として積算の内訳等を添付すること。なお、用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第９（第１８条関係） 

記 番 号  

年 月 日 

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

                                    

住   所      

名   称      

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

  

 

海外付加価値税還付報告書 

 

 

令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進支援

事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事業について、

情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事

業）（以下「交付規程」という。）第１８条第２項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 

１ 間接補助金の額（交付規程第１４条第１項による額の確定額）          円 

 

２ 間接補助金の額の確定時における海外付加価値税の額                円 

 

３ 海外付加価値税還付額                          円 

 

４ 間接補助金返還相当額                           円 

 

 

（注１）金額について、算用数字を使用すること。 

（注２）別紙として積算の内訳等を添付すること。 

 

 

 

 

 



様式第１０（第２１条関係） 

■間接補助事業者名： 

 

取 得 財 産 等 管 理 台 帳 

（単位：円） 

  区分 

 

 

財産名 

 

 

 

規 格 

 

 

数 量 

 

 

単 価 

 

 

金 額 

 

 

取 得 年 月 日 

 

 

保 管 場 所 

 

 

補助率 

 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

    

（注）１ 財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍・資料、（エ）無体財産権（工業所有権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）と

する。 

   ２ 数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。 

   ３ 取得年月日は、検収年月日とすること。 

   ４ ５０万円以上の設備・備品を計上する（据付費及び付帯経費は除く）。 

 



様式第１１（第２２条関係） 

                                                               記 番 号  

年 月 日 

 

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

 

                                                                                                                         

住   所      

名   称       

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

財産処分承認申請書 

 

令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進支援

事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事業につい

て、情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製

作促進事業）第２２条第３項の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

１ 処分の内容 

①処分する財産名等（別紙） ※取得財産等管理台帳の該当財産部分抜粋等 

 

 

 

②処分の内容（有償・無償の別も記載のこと。）及び処分予定日 

処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等） 

 

 

 

 

２ 処分理由 

 

 

 

 

 

  



様式第１２（第２３条関係） 

 

記 番 号  

年 月 日  

  

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

 

住   所      

名   称       

代表者氏名  

（コンソーシアム名）  

 

 

知的財産権報告書 

 

  令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進支

援事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事業の

実施を通じて特許権等の知的財産権を得たので、情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先

進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）第２３条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 

１．間接補助事業の名称 

 

２．知的財産権の取得状況 

知的財産権の 

内容 
発明者等 権利者 

知的財産権の 

種類、番号 

出願 

年月日 

取得 

年月日 

     

 

 

 

 

 

 

  



様式第１３（第２４条関係） 

 

記 番 号  

年 月 日  

  

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

 

住   所      

名   称       

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

海外展開等・収益状況報告書 

 

 令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進支援

事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事業にお

ける海外展開等の状況及び収益状況を、情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進的設

備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）第２４条第 1項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 間接補助事業で制作したコンテンツの海外展開・収益状況 

  別紙１のとおり 

 

２ 間接補助事業で制作したコンテンツの海外展開以外の活用・収益状況 

  別紙２のとおり 

 

３ 間接補助事業で取得した先進的設備等の活用・収益状況 

  別紙３のとおり（間接補助事業を通じて取得した財産（先進的設備等）がある場合は記載ください） 

   

４ 本年度の総収益状況 

  別紙４のとおり 

 

 

 

  



別紙１ 

■間接補助事業者名： 

間接補助事業で制作したコンテンツの海外展開・収益状況 

 

（１）制作したコンテンツの海外展開の状況 

海外展開の内容 

（展示会名、プロモート先等） 
展開時期 問い合わせ状況 交渉ステータス（注１） 

    

    

    

    

    

    

 

（２）制作したコンテンツの海外への販売状況 

国・地域 
放送局・ 

配信プラットフォーム名 
販売時期 

金額 

上段：円 

下段：現地通貨 
取引形態（注２） 条件 

  
  

 

 
 

  
  

 

 
 

  
  

 

 
 

 



（３）制作したコンテンツの海外展開の収支状況 

 項目 金額（現地通貨） 金額（円） 備考（為替レート等） 

販
売
額
等 

コンテンツ販売    

その他収入     

     

計（A）    

海
外
展
開
に
要
し
た
経
費 

国際見本市への出展費（注３）    

広報費（パブリシティ費）    

人件費    

その他経費     

     

計（B）    

収益 （A）-（B）    

（作成要領） 

注１．「交渉ステータス」は、契約確約、契約協議中、商談不成立から該当するものを記載すること 

注２．「取引形態」は、フォーマット（Non-scripted）、フォーマット（Scripted）、共同制作、完パケ、その他から該当するものを記載すること 

注３．「国際見本市への出展費」は、国際見本市出展に係る補助金の交付を受けている場合は、当該補助金の額を除いた額を金額欄に記載するとともに、備考欄に当該補助金の名称及び補助金

額を記載すること 

注４．必要に応じて、行を適宜追加すること  



別紙２ 

■間接補助事業者名： 

間接補助事業で制作したコンテンツの海外展開以外の活用・収益状況 

 

（１）制作したコンテンツの国内（自社プラットフォーム等）での活用状況 

発信形式（注１） 放送・配信開始希望時期 問い合わせ状況 交渉ステータス（注２） 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

（２）制作したコンテンツの国内販売状況 

発信形式（注１） 放送局・配信プラットフォーム名 金額（円） 取引形態（注３） 条件 

     

     

     

     

     

     

 



（３）制作したコンテンツの海外展開以外の活用の収支状況 

 項目 金額（円） 備考 

販売額（注４） コンテンツ販売   

その他収入    

    

計（A）   

海外展開以外の活用

に要した経費 

見本市への出展費（注５）   

広報費（パブリシティ費）   

人件費   

その他経費    

    

計（B）   

収益 （A）-（B）   

 

（作成要領） 

注１．「発信形式」は、放送、配信、その他から該当するものを記載すること 

注２．「交渉ステータス」は、契約確約、契約協議中、商談不成立から該当するものを記載すること 

注３．「取引形態」は、フォーマット（Non-scripted）、フォーマット（Scripted）、共同制作、完パケ、その他から該当するものを記載すること 

注４．「販売額」は、自社放送枠でのタイムセールスは対象外とし、SVOD等における再生数等に応じた収入を対象とすること 

注 5．「見本市への出展費」は、見本市出展に係る補助金の交付を受けている場合は、当該補助金の額を除いた額を金額欄に記載するとともに、備考欄に当該補助金の名称及び補助金額を記載

すること 

注６．必要に応じて、行を適宜追加すること  



別紙３ 

■間接補助事業者名： 

間接補助事業で取得した先進的設備等の活用・収益状況 

【単位：円】 

取得・構築した 

先進的設備等 

活用時期 

期間 
活用内容 活用形式（注２） 

使用料の発

生有無（注３） 

収入 

（A） 

活用に要した経費 

（B） 

収益 

（A-B） 

        

        

        

        

        

（作成要領） 

注１．取得した先進的設備等すべてについて報告すること 

注２．「活用形式」は、自社使用、共同制作、受注制作、その他から該当するものを記載すること 

注３. 「使用料の発生有無」は、取得・構築した先進的設備等の活用に当たり、それらに係る使用料を他者に請求した有無を記載すること 

注４．必要に応じて、行を適宜追加すること



別紙４ 

■間接補助事業者名： 

 

総収益状況表 

 

＜総括表＞ 

（単位：円） 

間接補助金 

確定額 

（A） 

間接補助事

業に係る本

年度収益額 

（B） 

控除額 

（C） 

本年度まで

の間接補助

事業に係る

支出額 

（D） 

基準納付額 

（E） 

前年度まで

の間接補助

事業に係る

国への累積

納付額 

（F） 

本年度 

納付額 

（G） 

       

 

 

＜令和●年度 収益計算書＞ 

 
内容 金額（円） 備考 

収入 

コンテンツの海外展開による収入   

海外展開以外の活用による収入   

先進的設備等の活用による収入   

その他（     ）   

収入合計（ア）   

経費 

コンテンツの海外展開に要した経費   

海外展開以外の活用に要した経費   

先進的設備等の活用に要した経費   

その他（      ）   

経費合計（イ）   

収益額（ア―イ）＝（B）   

※本様式における経費には間接補助対象経費は含めないこと 

※収入の「その他」には、具体的な内容を（ ）内に記載すること（例：IP運用による二次利用等） 

※必要に応じて、行を適宜追加すること 

 

 



（記載注意事項） 

１．「間接補助金確定額：Ａ」とは、交付規程第 14条第 1項による額の確定通知書に記載された間接補助金の確定額をいう。 

２．「間接補助事業に係る本年度収益額：Ｂ」とは、本年度において「間接補助事業で制作したコンテンツ及び取得した先進的

設備等の活用による総収入額（ア）」から「総収入額を得るに要した経費（イ）」を差し引いた額をいう。 

「総収入額を得るに要した経費（イ）」とは、間接補助対象経費以外の以下経費をいう。 

・間接補助対象経費以外に、コンテンツを制作・完成させるために要した経費（コンテンツ制作費、自社人件費、外注

費、旅費、減価償却費等）  

・コンテンツの海外展開や海外展開以外の活用に要した経費（見本市への出展費、広報費（パブリシティ）等） 

なお、（Ｂ）が０又はマイナスの場合には、（Ｃ）、（Ｄ）、（Ｅ）、（Ｇ）の項目については、記載しないこと。 

３．「控除額：Ｃ」とは、間接補助事業に要した経費のうち、間接補助事業者が自己負担によって支出した額（間接補助事業に

要した経費－間接補助金確定額）をいう。 

なお、間接補助事業終了後、翌々年度以降の控除額の算出については、自己負担によって支出した額から間接補助事

業年度終了より前年度までの間接補助事業に係る収益の累積額を差し引いた額（自己負担額－前年度までの収益累積額）

をいう。ただし、「控除額：C」は自己負担によって支出した額の範囲内とし、前年度までの間接補助事業に係る収益の累積

額が自己負担によって支出した額と同額以上となった場合には、当該年度の控除額は０とする。 

４．「本年度までの間接補助事業に係る支出額：Ｄ」とは、間接補助事業に要した経費及び間接補助事業年度終了以降に追

加的に要した間接補助事業に係る経費の合計額をいう。 

５．「基準納付額：Ｅ」とは「間接補助事業に係る本年度収益額：Ｂ」から「控除額：Ｃ」を差し引いた額に、「間接補助金確定額：

Ａ」を乗じ、「本年度までの間接補助事業に係る支出額：Ｄ」で除した額をいう。（Ｅ＝（Ｂ－Ｃ）Ａ／Ｄ） 

６．「前年度までの間接補助事業に係る国への累積納付額：Ｆ」とは、前年度までの収益に伴う納付金及び財産処分に伴う納

付金の合計額をいう。 

７．「本年度納付額：Ｇ」とは、「基準納付額：Ｅ」と「前年度までの間接補助事業に係る国への累積納付額：Ｆ」の合計額が「間接

補助金確定額：Ａ」を超えない場合には、「基準納付額：E」が「本年度納付額：G」となる。また、「基準納付額：Ｅ」と「前年度ま

での間接補助事業に係る国への累積納付額：Ｆ」の合計額が「間接補助金確定額：Ａ」を超える場合には、「間接補助金確

定額：Ａ」から「前年度までの間接補助事業に係る国への累積納付額：Ｆ」を差し引いた残額が「本年度納付額：G」となる。

（Ａ＞Ｅ＋ＦならばＧ＝Ｅ 、Ａ≦Ｅ＋ＦならばＧ＝Ａ－Ｆ） 

８．「間接補助事業に係る本年度収益額：B」の計算根拠が確認できる資料（収益計算書例を参照）を添付すること。 

［間接補助事業に係る支出額の考え方］ 

 
 



様式第１４（第２５条関係） 

 

記 番 号  

年 月 日  

株式会社電通 

○○ ○○ 殿 

住   所      

名   称      

代表者氏名     

（コンソーシアム名）     

 

 

制作状況等報告書 

 

 令和○○年○○月○○日付け○○○第○○号をもって交付決定通知を受けた情報通信利用促進

支援事業費間接補助金（先進的設備等を活用した放送コンテンツ製作促進事業）に係る間接補助事

業の制作状況等について、情報通信利用促進支援事業費間接補助金交付規程（先進的設備等を活

用した放送コンテンツ製作促進事業）第 2５条第６項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 間接補助事業の名称  

２ 間接補助事業完了時からの変更等の内容及び理由 

３ 実写コンテンツの制作進捗状況・今後の予定 

 

 


